
宮城県公報 令和７年６月 24日（火） 

定期第 611号 
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○ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定自立支援医療

機関の指定（精神保健推進室）

○ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定自立支援医療

機関の指定の辞退（同）

○ 開発行為に関する工事の完了（建築宅地課）

○ 政府調達に関する協定の適用を受ける調達に係る入札の公告（３件）（警察本部会計課）

1



宮城県告示第411号 

農業振興地域の整備に関する法律（昭和 44年法律第 58号）第７条第１項の規定により、昭和 46年

宮城県告示第 251号（農業振興地域の指定）で指定した農業振興地域を次のように変更し、令和７年

６月 24日から施行する。 

なお、その関係図面は、宮城県庁（農政部農業振興課）及び宮城県仙台地方振興事務所に備え置い

て縦覧に供する。 

  令和７年６月 24日 

宮城県知事  村 　井 　嘉 　浩 

変更後の地域 

別冊１のとおり 
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宮城県告示第412号 

 農地中間管理事業の推進に関する法律（平成 25 年法律第 101 号）第 18 条第１項の規定により、農用地

利用集積等促進計画を次のとおり認可した。 

令和７年６月 24日 

宮城県知事  村  井  嘉  浩 

１ 農用地利用集積等促進計画の概要 
　　別冊２のとおり 
２ 認可年月日 

令和７年６月 24日 
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宮城県告示第413号 

 土地改良法（昭和24年法律第 195 号）第87条第１項の規定により県営境沢地区土地改良事業（農業

用用排水施設整備事業）計画を定めたので、同条第５項の規定により次のとおり縦覧に供する。 

なお、この土地改良事業計画について不服があるときは、同条第６項の規定により縦覧期間満了の

日の翌日から起算して15日以内に宮城県知事に審査請求をすることができる。 

  令和７年６月24日 

宮城県知事  村  井  嘉  浩 

１ 縦覧に供する書類の名称 

  土地改良事業計画書の写し 

２ 縦覧期間 

  令和７年６月24日から令和７年７月23日まで 

３ 縦覧場所 

  登米市役所 
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宮城県告示第 414号 

 公有水面埋立法（大正 10年法律第 57号）第 22条第１項の規定により、公有水面埋立てについて次のと

おりしゅん功認可した。 

  令和７年６月 24日 

宮城県知事  村  井  嘉  浩

１ しゅん功認可年月日 

  令和７年６月 17日 

２ しゅん功認可を受けた者の名称 

  第１種小網倉漁港管理者 石巻市 

３ 埋立区域 

（１） 位 置

宮城県石巻市小網倉浜小網倉 85番に隣接する公有水面

（２） 区 域

次の各地点を順次に直線で結んだ線により囲まれた区域

㋐の地点 石巻市小網倉浜小網倉 85番地先に設置された基点Ａ（基準点Ｈ29－８北緯 38度 21

分 05秒、東経 141度 27分 38秒）を基点とし、基点から 185度 42分 15秒 

22.09ｍの地点 

㋑の地点 ㋐の地点から  ４度 29分 41秒 30.00ｍの地点 

㋒の地点 ㋑の地点から  94度 32分 27秒 22.56ｍの地点 

㋓の地点 ㋒の地点から 184度 32分 27秒 30.00ｍの地点 

（３） 面 積

676.35平方メートル

４ 免許の年月日及び番号 

  令和５年７月 28日宮城県（水整）指令第 16号 

５ 公有水面埋立法第 22条第３項の市又は町 

石巻市 
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障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号）第 54 条第 2

項の規定により、自立支援医療のうち精神通院医療を行う医療機関として次のとおり指定したので、同法

第 69条の規定により公告する。 

  令和７年６月 24日 

宮城県知事  村  井  嘉  浩

１ 訪問看護事業者等 

名称 所在地 指定年月日 

リハ特化型訪問看護ステ

ーションさんぽ気仙沼 

気仙沼市四反田 23-11 令和７年６月１日 
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障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号）第 65 条の規

定により、次のとおり精神通院医療を行う医療機関として指定した指定自立支援医療機関の指定の辞退が

あったので、同法第 69条の規定により公告する。  

令和７年６月 24日 

宮城県知事  村  井  嘉  浩

１ 薬局 

名称 所在地 廃止年月日 

くるみ薬局 大崎市古川李埣 2丁目 6-11 令和７年５月６日 

ウエルシア薬局船岡中央店 柴田郡柴田町船岡中央三丁

目 18番 10号 

令和７年５月 31日 

サンテ薬局金成店 栗原市金成沢辺木戸口 28-5 令和７年５月 31日 
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都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第 29 条第１項の規定により許可した次の開発区域（工区）に

係る開発行為は、その工事を完了した。 

令和７年６月 24日 

１  工事を完了した開発区域（工区）に含まれる  

地域の名称 

　宮城県知事    村  井  嘉  浩 

名取市植松一丁目 98番、99番、101番１、105番 

14、109番、110番、98番地先道の一部、105番 14 

地先道の一部、110番地先水の一部 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名（名称） 富谷市成田五丁目 16番地６ 

 株式会社 福互 
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政府調達に関する協定の適用を受ける調達を、次のとおり一般競争入札に付す。

令和７年６月24日

宮城県知事 村 井 嘉 浩

１ 入札に付する事項

（１） 調達案件及び数量 宮城県警察放置駐車管理システム機器等賃貸借 １式

（２） 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書による。

（３） 履行期間 令和８年３月１日から令和13年２月28日まで

（４） 履行場所 宮城県警察本部総務部情報管理課ほか

２ 入札に参加する者に必要な資格等に関する事項

（１） 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。

（２） 宮城県の物品調達等に係る競争入札参加業者登録簿に登録されている者又は開札時までに宮

城県の物品調達等に係る競争入札参加資格を取得した者であること。

（３） 平成12年３月31日以前に民事再生法（平成11年法律第225号）附則第２条による廃止前の和

議法（大正11年法律第72号）第12条第１項の規定による和議開始の申立てをしていない者であ

ること。

（４） 平成12年４月１日以後に民事再生法第21条第１項又は第２項の規定による再生手続開始の申

立てをしていない者又は申立てをなされていない者であること。ただし、同法第33条第１項の

再生手続開始の決定を受けた者が、その者に係る同法第174条第１項の再生計画認可の決定が

確定した場合にあっては、その者を再生手続開始の申 立てをしなかった者

又は申立てをなされなかった者とみなす。

（５） 会社更生法（平成14年法律第154号）第17条第１項又は第２項の規定による更生手続開始の

申立てをしていない者又は申立てをなされていない者（同法附則第２条の規定によりなお従前

の例によることとされる更生事件に係るものを含む ）であること。ただし、同法に基づく更。

生手続開始の決定を受けた者がその者に係る更生計画認可の決定があった場合にあっては、そ

の者を更生手続開始の申立てをしなかった者又は申立てをなされなかった者とみなす。

（６） 宮城県から物品調達等に係る競争入札の参加資格制限の措置を受けている期間中の者でない

こと。

（７） 宮城県入札契約暴力団等排除要綱（平成20年11月１日施行）別表各号に規定する次のいずれ

にも該当しない者であること。

なお、入札に参加しようとする者の使用人が入札に参加しようとする者の業務として行った

行為は、入札に参加しようとする者の行為とみなす。

ア 入札に参加しようとする者の役員等（法人の場合は、非常勤を含む役員及び支配人並びに支

店又は営業所の代表者、その他の団体の場合は、法人の役員等と同様の責任を有する代表者及

び理事等、個人の場合は、その者並びに支配人及び営業所の代表者をいう。以下同じ ）が暴。

（ 。 「 」 。）力団員による不当な行為の防止等に関する法律 平成３年法律第77号 以下 暴対法 という

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という ）である場合、又は暴力団員が。

経営に事実上参加していると認められるとき。

イ 入札に参加しようとする者又はその役員等が、自社、自己若しくは第三者の不正な利益を図

り 又は第三者に損害を加える目的をもって 暴対法第２条第２号に規定する暴力団 以下 暴、 、 （ 「

力団」という 、暴力団員又は暴力団、暴力団員に協力し、関与する等これと関わりを持つ者。）

、 （ 「 」 。）として 警察から通報があった者若しくは警察が確認した者 以下 暴力団関係者 という

の威力を利用するなどしていると認められるとき。

ウ 入札に参加しようとする者又はその役員等が、暴力団、暴力団員若しくは暴力団関係者（以

下「暴力団等」という ）又は暴力団等が経営若しくは運営に関与していると認められる法人。
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等に対して、資金等を提供し、又は便宜を供与するなど積極的に暴力団の維持運営に協力し、

又は関与していると認められるとき。

エ 入札に参加しようとする者又はその役員等が、暴力団等と社会的に非難されるべき関係を有

していると認められるとき。

オ 入札に参加しようとする者又はその役員等が、暴力団等であることを知りながら、これと取

引したり、又は不当に利用していると認められるとき。

（８） 令和７年７月４日（金）までに、発注者に対し納入機器一覧（納入しようとする機器等の一

覧表及び性能に関する資料）を提出していること。

（９） 入札参加資格申請場所及び提出期限 宮城県の物品調達等に係る競争入札参加資格のない者

で入札を希望する者は、当県所定の物品調達等に係る競争入札参加業者登録申請書に必要事項

を記入の上、宮城県出納局契約課管理班（〒980-8570 宮城県仙台市青葉区本町三丁目８番１

号 電話022-211-3335）へ令和７年７月４日（金）午後５時までに提出すること。

３ 入札書の提出場所等

（１） 担当課

〒980-8410 宮城県仙台市青葉区本町三丁目８番１号

宮城県警察本部総務部会計課調度係（電話番号022-221-7171、内線2232）

（２） 入札説明書等の交付方法

この入札公告が掲載された物品等電子調達システムからダウンロードできる。

（３） 一般競争入札参加資格審査

入札を希望する者は、入札説明書に定めるところにより令和７年７月24日（木）までに必要

書類を作成の上提出し、参加資格の審査を受けなければならない。また、開札日までの間にお

いて、当該書類に関し説明を求められた場合は、これに応じなければならない。

（４） 入札書の提出期限

入札書を持参する場合は （５）の開札の日時までとする。ただし、郵送による場合は、令、

和７年８月８日（金）午後５時までに、調達案件名称及び開札日等を記載の上、配達証明付書

留郵便にて（１）あて必着のこと。提出期限を過ぎて提出された入札書は、いかなる事由があ

っても受理しない。

（５） 開札の日時及び場所

ア 日時 令和７年８月12日（火）午前９時30分

イ 場所 宮城県仙台市青葉区本町三丁目８番１号 宮城県警察本部庁舎地下１階入札室

４ 入札に参加することができない者

２に定める資格を有しない者及び３の（３）における審査により資格を有しないとされた者

５ その他

（１） 契約手続において使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。

（２） 入札保証金 財務規則（昭和39年宮城県規則第７号）第98条第１項第３号の規定により、免

除とする。ただし、入札に参加しようとする者が契約を締結しないこととなるおそれがあると

認めるときは、同第97条の入札保証金又はこれに代える担保の納付を求めることがある。

（３） 契約保証金 財務規則（昭和39年宮城県規則第７号）第113条及び第114条の規定による。

（４） 入札の無効 本公告に示した入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札及び入札者

に求められる義務を履行しなかった者のした入札は、無効とする。

（５） 入札金額の記載方法 入札書に記載する金額は、契約期間全体の賃貸借料の総額を記載する

こと。また、契約金額は、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する消費税

及び地方消費税の額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金

額。以下同じ ）を加えた金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税業者。

であるか免税業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の110分の100に相当する金額を
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入札書に記載すること。

（６） 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落

札者とする。

（７） 契約書作成の要否 要

（８） この契約は、電子契約を選択することができる。

（９） この入札に係る調達案件は、地方自治法第234条の３の規定による長期継続契約対象業務と

して複数年度に渡る履行期間の契約締結を行う。この入札に係る調達案件について翌年度以降

の歳出予算が不成立となった時は、契約書の定めにより契約を解除する。

（10） 詳細は入札説明書による。

６ 概要

Summary

1. Place and Deadline For Submitting Bid Form
Supplies Section, Accounting Division, General Affairs Department,
Miyagi Prefectural Police Headquarters
August 8, 2025, 5:00 p.m.

2. Item/Service Required
Lease of equipment for abandoned vehicle management system of Miyagi Prefectural Police 1－

set

3. Date and Place of Bid Selection
the Bidding Room, Miyagi Prefectural Police Headquarters
August 12, 2025, 9:30 a.m.

4. Contact
Supplies Section, Accounting Division, General Affairs Department, Miyagi
Prefectural Police Headquarters
3-8-1 Honcho, Aoba-ku, Sendai, Miyagi 980-8410 Japan
Tel. 022-221-7171 Ext. 2232
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政府調達に関する協定の適用を受ける調達を、次のとおり一般競争入札に付す。

令和７年６月24日

宮城県知事 村 井 嘉 浩

１ 入札に付する事項

（１） 調達案件及び数量 宮城県警察ＷＡＮシステム接続機器等賃貸借（Ｒ７ＮＷ） １式

（２） 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書による。

（３） 履行期間 令和８年３月１日から令和13年２月28日まで

（４） 履行場所 宮城県警察本部総務部情報管理課ほか

２ 入札に参加する者に必要な資格等に関する事項

（１） 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。

（２） 宮城県の物品調達等に係る競争入札参加業者登録簿に登録されている者又は開札時までに宮

城県の物品調達等に係る競争入札参加資格を取得した者であること。

（３） 平成12年３月31日以前に民事再生法（平成11年法律第225号）附則第２条による廃止前の和

議法（大正11年法律第72号）第12条第１項の規定による和議開始の申立てをしていない者であ

ること。

（４） 平成12年４月１日以後に民事再生法第21条第１項又は第２項の規定による再生手続開始の申

立てをしていない者又は申立てをなされていない者であること。ただし、同法第33条第１項の

再生手続開始の決定を受けた者が、その者に係る同法第174条第１項の再生計画認可の決定が

確定した場合にあっては、その者を再生手続開始の申立てをしなかった者又は申立てをなされ

なかった者とみなす。

（５） 会社更生法（平成14年法律第154号）第17条第１項又は第２項の規定による更生手続開始の

申立てをしていない者又は申立てをなされていない者（同法附則第２条の規定によりなお従前

の例によることとされる更生事件に係るものを含む ）であること。ただし、同法に基づく更。

生手続開始の決定を受けた者がその者に係る更生計画認可の決定があった場合にあっては、そ

の者を更生手続開始の申立てをしなかった者又は申立てをなされなかった者とみなす。

（６） 宮城県から物品調達等に係る競争入札の参加資格制限の措置を受けている期間中の者でない

こと。

（７） 宮城県入札契約暴力団等排除要綱（平成20年11月１日施行）別表各号に規定する次のいずれ

にも該当しない者であること。

なお、入札に参加しようとする者の使用人が入札に参加しようとする者の業務として行った

行為は、入札に参加しようとする者の行為とみなす。

ア 入札に参加しようとする者の役員等（法人の場合は、非常勤を含む役員及び支配人並びに支

店又は営業所の代表者、その他の団体の場合は、法人の役員等と同様の責任を有する代表者及

び理事等、個人の場合は、その者並びに支配人及び営業所の代表者をいう。以下同じ ）が暴。

（ 。 「 」 。）力団員による不当な行為の防止等に関する法律 平成３年法律第77号 以下 暴対法 という

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という ）である場合、又は暴力団員が。

経営に事実上参加していると認められるとき。

イ 入札に参加しようとする者又はその役員等が、自社、自己若しくは第三者の不正な利益を図

り 又は第三者に損害を加える目的をもって 暴対法第２条第２号に規定する暴力団 以下 暴、 、 （ 「

力団」という 、暴力団員又は暴力団、暴力団員に協力し、関与する等これと関わりを持つ者。）

、 （ 「 」 。）として 警察から通報があった者若しくは警察が確認した者 以下 暴力団関係者 という

の威力を利用するなどしていると認められるとき。

ウ 入札に参加しようとする者又はその役員等が、暴力団、暴力団員若しくは暴力団関係者（以

下「暴力団等」という ）又は暴力団等が経営若しくは運営に関与していると認められる法人。
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等に対して、資金等を提供し、又は便宜を供与するなど積極的に暴力団の維持運営に協力し、

又は関与していると認められるとき。

エ 入札に参加しようとする者又はその役員等が、暴力団等と社会的に非難されるべき関係を有

していると認められるとき。

オ 入札に参加しようとする者又はその役員等が、暴力団等であることを知りながら、これと取

引したり、又は不当に利用していると認められるとき。

（８） 令和７年７月４日（金）までに、発注者に対し納入機器一覧（納入しようとする機器等の一

覧表及び性能に関する資料）を提出していること。

（９） 入札参加資格申請場所及び提出期限 宮城県の物品調達等に係る競争入札参加資格のない者

で入札を希望する者は、当県所定の物品調達等に係る競争入札参加業者登録申請書に必要事項

を記入の上、宮城県出納局契約課管理班（〒980-8570 宮城県仙台市青葉区本町三丁目８番１

号 電話022-211-3335）へ令和７年７月４日（金）午後５時までに提出すること。

３ 入札書の提出場所等

（１） 担当課

〒980-8410 宮城県仙台市青葉区本町三丁目８番１号

宮城県警察本部総務部会計課調度係（電話番号022-221-7171、内線2232）

（２） 入札説明書等の交付方法

この入札公告が掲載された物品等電子調達システムからダウンロードできる。

（３） 一般競争入札参加資格審査

入札を希望する者は、入札説明書に定めるところにより令和７年７月24日（木）までに必要

書類を作成の上提出し、参加資格の審査を受けなければならない。また、開札日までの間にお

いて、当該書類に関し説明を求められた場合は、これに応じなければならない。

（４） 入札書の提出期限

入札書を持参する場合は （５）の開札の日時までとする。ただし、郵送による場合は、令、

和７年８月８日（金）午後５時までに、調達案件名称及び開札日等を記載の上、配達証明付書

留郵便にて（１）あて必着のこと。提出期限を過ぎて提出された入札書は、いかなる事由があ

っても受理しない。

（５） 開札の日時及び場所

ア 日時 令和７年８月12日（火）午前10時00分

イ 場所 宮城県仙台市青葉区本町三丁目８番１号 宮城県警察本部庁舎地下１階入札室

４ 入札に参加することができない者

２に定める資格を有しない者及び３の（３）における審査により資格を有しないとされた者

５ その他

（１） 契約手続において使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。

（２） 入札保証金 財務規則（昭和39年宮城県規則第７号）第98条第１項第３号の規定により、免

除とする。ただし、入札に参加しようとする者が契約を締結しないこととなるおそれがあると

認めるときは、同第97条の入札保証金又はこれに代える担保の納付を求めることがある。

（３） 契約保証金 財務規則（昭和39年宮城県規則第７号）第113条及び第114条の規定による。

（４） 入札の無効 本公告に示した入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札及び入札者

に求められる義務を履行しなかった者のした入札は、無効とする。

（５） 入札金額の記載方法 入札書に記載する金額は、契約期間全体の賃貸借料の総額を記載する

こと。また、契約金額は、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する消費税

及び地方消費税の額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金

額。以下同じ ）を加えた金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税業者。

であるか免税業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の110分の100に相当する金額を
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入札書に記載すること。

（６） 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落

札者とする。

（７） 契約書作成の要否 要

（８） この契約は、電子契約を選択することができる。

（９） この入札に係る調達案件は、地方自治法第234条の３の規定による長期継続契約対象業務と

して複数年度に渡る履行期間の契約締結を行う。この入札に係る調達案件について翌年度以降

の歳出予算が不成立となった時は、契約書の定めにより契約を解除する。

（10） 詳細は入札説明書による。

６ 概要

Summary

1. Place and Deadline For Submitting Bid Form
Supplies Section, Accounting Division, General Affairs Department,
Miyagi Prefectural Police Headquarters
August 8, 2025, 5:00 p.m.

2. Item/Service Required
Lease of equipment for Miyagi Prefectural Police WAN system (R7NW) 1 set－

3. Date and Place of Bid Selection
the Bidding Room, Miyagi Prefectural Police Headquarters
August 12, 2025, 10:00 a.m.

4. Contact
Supplies Section, Accounting Division, General Affairs Department, Miyagi
Prefectural Police Headquarters
3-8-1 Honcho, Aoba-ku, Sendai, Miyagi 980-8410 Japan
Tel. 022-221-7171 Ext. 2232
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政府調達に関する協定の適用を受ける調達を、次のとおり一般競争入札に付す。

令和７年６月24日

宮城県知事 村 井 嘉 浩

１ 入札に付する事項

（１） 調達案件及び数量 宮城県警察ＷＡＮデータ回線サービス③ １式

（２） 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書による。

（３） 履行期間 令和８年３月１日から（最低利用期間５年）

（４） 履行場所 宮城県警察本部総務部情報管理課ほか

２ 入札に参加する者に必要な資格等に関する事項

（１） 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。

（２） 宮城県の物品調達等に係る競争入札参加業者登録簿に登録されている者又は開札時までに宮

城県の物品調達等に係る競争入札参加資格を取得した者であること。

（３） 平成12年３月31日以前に民事再生法（平成11年法律第225号）附則第２条による廃止前の和

議法（大正11年法律第72号）第12条第１項の規定による和議開始の申立てをしていない者であ

ること。

（４） 平成12年４月１日以後に民事再生法第21条第１項又は第２項の規定による再生手続開始の申

立てをしていない者又は申立てをなされていない者であること。ただし、同法第33条第１項の

再生手続開始の決定を受けた者が、その者に係る同法第174条第１項の再生計画認可の決定が

確定した場合にあっては、その者を再生手続開始の申立てをしなかった者又は申立てをなされ

なかった者とみなす。

（５） 会社更生法（平成14年法律第154号）第17条第１項又は第２項の規定による更生手続開始の

申立てをしていない者又は申立てをなされていない者（同法附則第２条の規定によりなお従前

の例によることとされる更生事件に係るものを含む ）であること。ただし、同法に基づく更。

生手続開始の決定を受けた者がその者に係る更生計画認可の決定があった場合にあっては、そ

の者を更生手続開始の申立てをしなかった者又は申立てをなされなかった者とみなす。

（６） 宮城県から物品調達等に係る競争入札の参加資格制限の措置を受けている期間中の者でない

こと。

（７） 宮城県入札契約暴力団等排除要綱（平成20年11月１日施行）別表各号に規定する次のいずれ

にも該当しない者であること。

なお、入札に参加しようとする者の使用人が入札に参加しようとする者の業務として行った

行為は、入札に参加しようとする者の行為とみなす。

ア 入札に参加しようとする者の役員等（法人の場合は、非常勤を含む役員及び支配人並びに支

店又は営業所の代表者、その他の団体の場合は、法人の役員等と同様の責任を有する代表者及

び理事等、個人の場合は、その者並びに支配人及び営業所の代表者をいう。以下同じ ）が暴。

（ 。 「 」 。）力団員による不当な行為の防止等に関する法律 平成３年法律第77号 以下 暴対法 という

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という ）である場合、又は暴力団員が。

経営に事実上参加していると認められるとき。

イ 入札に参加しようとする者又はその役員等が、自社、自己若しくは第三者の不正な利益を図

り 又は第三者に損害を加える目的をもって 暴対法第２条第２号に規定する暴力団 以下 暴、 、 （ 「

力団」という 、暴力団員又は暴力団、暴力団員に協力し、関与する等これと関わりを持つ者。）

、 （ 「 」 。）として 警察から通報があった者若しくは警察が確認した者 以下 暴力団関係者 という

の威力を利用するなどしていると認められるとき。

ウ 入札に参加しようとする者又はその役員等が、暴力団、暴力団員若しくは暴力団関係者（以

下「暴力団等」という ）又は暴力団等が経営若しくは運営に関与していると認められる法人。
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等に対して、資金等を提供し、又は便宜を供与するなど積極的に暴力団の維持運営に協力し、

又は関与していると認められるとき。

エ 入札に参加しようとする者又はその役員等が、暴力団等と社会的に非難されるべき関係を有

していると認められるとき。

オ 入札に参加しようとする者又はその役員等が、暴力団等であることを知りながら、これと取

引したり、又は不当に利用していると認められるとき。

（８） 電気通信事業法に基づく登録事業者であること。

（９） 入札参加資格申請場所及び提出期限 宮城県の物品調達等に係る競争入札参加資格のない者

で入札を希望する者は、当県所定の物品調達等に係る競争入札参加業者登録申請書に必要事項

を記入の上、宮城県出納局契約課管理班（〒980-8570 宮城県仙台市青葉区本町三丁目８番１

号 電話022-211-3335）へ令和７年７月４日（金）午後５時までに提出すること。

３ 入札書の提出場所等

（１） 担当課

〒980-8410 宮城県仙台市青葉区本町三丁目８番１号

宮城県警察本部総務部会計課調度係（電話番号022-221-7171、内線2232）

（２） 入札説明書等の交付方法

この入札公告が掲載された物品等電子調達システムからダウンロードできる。

（３） 一般競争入札参加資格審査

入札を希望する者は、入札説明書に定めるところにより令和７年７月17日（木）までに必要

書類を作成の上提出し、参加資格の審査を受けなければならない。また、開札日までの間にお

いて、当該書類に関し説明を求められた場合は、これに応じなければならない。

（４） 入札書の提出期限

入札書を持参する場合は （５）の開札の日時までとする。ただし、郵送による場合は、令、

和７年８月４日（月）午後５時までに、調達案件名称及び開札日等を記載の上、配達証明付書

留郵便にて（１）あて必着のこと。提出期限を過ぎて提出された入札書は、いかなる事由があ

っても受理しない。

（５） 開札の日時及び場所

ア 日時 令和７年８月５日（火）午前９時30分

イ 場所 宮城県仙台市青葉区本町三丁目８番１号 宮城県警察本部庁舎地下１階入札室

４ 入札に参加することができない者

２に定める資格を有しない者及び３の（３）における審査により資格を有しないとされた者

５ その他

（１） 契約手続において使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。

（２） 入札保証金 財務規則（昭和39年宮城県規則第７号）第98条第１項第３号の規定により、免

除とする。ただし、入札に参加しようとする者が契約を締結しないこととなるおそれがあると

認めるときは、同第97条の入札保証金又はこれに代える担保の納付を求めることがある。

（３） 契約保証金 財務規則（昭和39年宮城県規則第７号）第113条及び第114条の規定による。

（４） 入札の無効 本公告に示した入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札及び入札者

に求められる義務を履行しなかった者のした入札は、無効とする。

（５） 入札金額の記載方法 入札書に記載する金額は、契約期間全体の総額を記載すること。また

契約金額は、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する消費税及び地方消費

（ 、 。 。）税の額 当該金額に１円未満の端数があるときは その端数金額を切り捨てた金額 以下同じ

を加えた金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税業者であるか免税業者

であるかを問わず、見積もった契約希望金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載する

こと。
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（６） 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落

札者とする。

（７） 契約書作成の要否 要

（８） この入札に係る調達案件は、地方自治法第234条の３の規定による長期継続契約対象業務と

して複数年度に渡る履行期間の契約締結を行う。この入札に係る調達案件について翌年度以降

の歳出予算が不成立となった時は、契約書の定めにより契約を解除する。

（９） 詳細は入札説明書による。

６ 概要

Summary

1. Place and Deadline For Submitting Bid Form
Supplies Section, Accounting Division, General Affairs Department,
Miyagi Prefectural Police Headquarters
August 4, 2025, 5:00 p.m.

2. Item/Service Required
Line service for Miyagi Prefectural Police WAN data 1 set③－

3. Date and Place of Bid Selection
the Bidding Room, Miyagi Prefectural Police Headquarters
August 5, 2025, 9:30 a.m.

4. Contact
Supplies Section, Accounting Division, General Affairs Department, Miyagi
Prefectural Police Headquarters
3-8-1 Honcho, Aoba-ku, Sendai, Miyagi 980-8410 Japan
Tel. 022-221-7171 Ext. 2232
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